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	女性労働基準規則


	

	改正履歴
女性労働基準規則 (昭和61年1月27日労働省令第3号、最終改正:平成14年2月22日厚生労働省令第14号)
  労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)第六十四条の二第二項及び第四項、第六十四条の三第一項
第二号、第四号及び第五号、第六十四条の四、第六十四条の五第三項並びに第百十五条の二の規定に基づ
き、並びに同法を実施するため、女子労働基準規則を次のように定める。
(臨時の必要のため坑内で行われる業務等)
第一条  労働基準法(以下「法」という。)第六十四条の二の厚生労働省令で定める業務は、次のとおり
  とする。
  一  医師の業務
  二  看護師の業務
  三  新聞又は出版の事業における取材の業務
  四  放送番組の制作のための取材の業務
  五  高度の科学的な知識を必要とする自然科学に関する研究の業務
２  法第六十四条の二の命令で定める妊産婦は、妊娠中の女性及び坑内で行われる前項各号に掲げる業務
  に従事しない旨を使用者に申し出た産後一年を経過しない女性とする。
(妊産婦の就業制限の業務の範囲等)
第二条  法第六十四条の三第一項の規定により妊娠中の女性を就かせてはならない業務は、次のとおりと
  する。
  一  次の表の上欄に掲げる年齢の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる重量以上の重量物を取り扱
    う業務(表)
  二  ボイラー(労働安全衛生法施行令(昭和四十七年政令第三百十八号)第一条第三号に規定するボイ
    ラーをいう。次号において同じ。)の取扱いの業務
  三  ボイラーの溶接の業務
  四  つり上げ荷重が五トン以上のクレーン若しくはデリックまたは制限荷重が五トン以上の揚貨装置の
    運転の業務
  五  運転中の原動機又は原動機から中間軸までの動力伝動装置の掃除、給油、検査、修理又はベルトの
    掛換えの業務
  六  クレーン、デリック又は揚貨装置の玉掛けの業務(二人以上の者によつて行う玉掛けの業務におけ
    る補助作業の業務を除く。)
  七  動力により駆動される土木建築用機械又は船舶荷扱用機械の運転の業務
  八  直径が二十五センチメートル以上の丸のこ盤(横切用丸のこ盤及び自動送り装置を有する丸のこ盤
    を除く。)又はのこ車の直径が七十五センチメートル以上の帯のこ盤(自動送り装置を有する帯のこ盤
    を除く。)に木材を送給する業務
  九  操車場の構内における軌道車両の入換え、連結又は解放の業務
  十  蒸気又は圧縮空気により駆動されるプレス機械又は鍛造機械を用いて行う金属加工の業務
  十一  動力により駆動されるプレス機械、シヤー等を用いて行う厚さが八ミリメートル以上の鋼板加工
    の業務
  十二  岩石又は鉱物の破砕機又は粉砕機に材料を送給する業務
  十三  土砂が崩壊するおそれのある場所又は深さが五メートル以上の地穴における業務
  十四  高さが五メートル以上の場所で、墜落により労働者が危害を受けるおそれのあるところにおける
    業務
  十五  足場の組立て、解体又は変更の業務(地上又は床上における補助作業の業務を除く。)
  十六  胸高直径が三十五センチメートル以上の立木の伐採の業務
  十七  機械集材装置、運材索道等を用いて行う木材の搬出の業務
  十八  鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、シアン化水素、アニリンその他これらに準ずる
    有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務
  十九  多量の高熱物体を取り扱う業務
  二十  著しく暑熱な場所における業務
  二十一  多量の低温物体を取り扱う業務
  二十二  著しく寒冷な場所における業務
  二十三  異常気圧下における業務
  二十四  さく岩機、鋲打機等身体に著しい振動を与える機械器具を用いて行う業務
２  法第六十四条の三第一項の規定により産後一年を経過しない女性を就かせてはならない業務は、前項
  第一号から第十二号まで及び第十五号から第二十四号までに掲げる業務とする。ただし、同項第二号か
  ら第十二号まで、第十五号から第十七号まで及び第十九号から第二十三号までに掲げる業務については、
  産後一年を経過しない女性が当該業務に従事しない旨を使用者に申し出た場合に限る。
(妊産婦以外の女性の就業制限)
第三条  法第六十四条の三第二項の規定により同条第一項の規定を準用する者は、妊娠中の女性及び産後
  一年を経過しない女性以外の女性とし、これらの者を就かせてはならない業務は、前条第一項第一号及
  び第十八号に掲げる業務とする。
(雇用均等・児童家庭局調査員)
第四条  法第百条第三項に規定する女性主管局長及びその指定する所属の職員を雇用均等・児童家庭局調
  査員という。
２  雇用均等・児童家庭局調査員の携帯すべき証票は、別記様式による。
附  則(抄)
(施行期日)
第一条  この省令は、昭和六十一年四月一日から施行する。
(経過措置)
第二条  附則第四条の規定による改正前の女子年少者労働基準規則(昭和二十九年労働省令第十三号)第
  十三条第二項の規定による証票は、第十一条第二項の規定による証票とみなす。
附  則(昭六三・一一・一  労働省令第三四号)
  この省令は、昭和六十四年四月一日から施行する。
附  則(平元・七・一二  労働省令第二六号)
  この省令は、公布の日から施行する。
附  則(平六・三・一一  労働省令第八号)
第一条  この省令は、平成六年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成七年四月一日から
  施行する。
第二条  この省令(附則第一条ただし書に規定する規定については、当該規定)の施行前にした行為に対
  する罰則の適用については、なお従前の例による。
附  則(平九・九・二五  労働省令第三一号)
(施行期日)
１  この省令は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律の整備
  に関する法律附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日(平成九年十月一日)から施行する。ただし、
  第十一条中雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法
  律施行規則第十七条の次に一条を加える改正規定は、平成十年四月一日から施行する。
２  改正前の女子労働基準規則第十一条第二項の規定による証票は、改正後の女性労働基準規則第十一条
  第二項の規定による証票とみなす。
附  則(平一〇・三・一三　労働省令第七号)(抄)
(施行期日)
１  この省令は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律の整備
  に関する法律の施行の日(平成十一年四月一日)から施行する。＜後略＞
(経過措置)
２  改正前の女性労働基準規則第十一条第二項の規定による証票は、改正後の女性労働基準規則第四条第
  二項の規定による証票とみなす。
附  則(平一二・一〇・三一　労働省令第四一号)(抄)
(施行期日)
第一条　この省令は、内閣法の一部を改正する法律(平成十一年法律第八十八合)の施行の日(平成十三年一
  月六日)から施行する。
(様式に関する経過措置)
第六条　この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改正前のそれぞれの省令に定
  める様式による申請書等は、この省令による改正後のそれぞれの省令に定める相当様式による申請書等と
  みなす。
第七条　この省令の施行の際現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書
  等の用紙は、当分の間、必要な改定をした上、使用することができる。
附  則(平一四・二・二二　厚生労働省令第一四号)
１　この省令は、保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行の日（平成十四年三月一日）から
　施行する。
２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これ
　を取り繕って使用することができる。
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労働基準法

戻る

女性の時間外、休日労働の取扱い

　18歳以上の女性に対する時間外・休日労働の規制は全面的に廃止されました。（平成11年4月1日から施行）
　今後は、男女とも時間外労働・休日労働を行う場合は「３６協定」に定めるところによることとなります。この「３６協定」の締結に当たって考慮しなければならない基準（目安）が、男女共通の時間外・休日労働の上限目安時間（労働省告示）です。

労働省告示（H5.1.1)
	一定期間
	一定期間についての延長時間（目安時間）

	週又は月を単位とする期間
	１週間
	　１５時間

	
	２週間
	　２７時間

	
	３週間
	　－

	
	４週間
	　４３時間

	
	１ヶ月
	　４５時間

	
	２ヶ月
	　８１時間

	
	３ヶ月
	１２０時間

	１年間
	３６０時間


・ 36協定は締結して所轄労働基準監督署長に届出した時点から有効になります。
・ 目安時間をオーバーした協定を締結して届出をしている事業場は、労働基準監督署によって把握され必要な行政指導が行われますが、、、、。



戻る

家族的責任を負う女性労働者に対する激変緩和措置

　細部はこれから検討されることになっています。（決まり次第掲載予定です。）




戻る

深夜業の取扱い

　18歳以上の女性に対する深夜業の規制は全面的に廃止されました。（平成11年4月1日から施行）
　廃止に伴い、事業主が女性労働者を深夜業に従事させる場合の就業環境の整備に関する指針が示されています。
　指針内容は以下のとおりです。

○深夜業に従事する女性労働者の就業環境等の整備に関する指針（労働省告示第２１号）
	 
	事業主が配慮すべきこと 
	指針（告示第２１号）の内容 
	解説 

	
１
	


深夜業を終えて帰宅する女性労働者の通勤安全への配慮！


女性の一人作業は避ける
	（通勤及び業務の遂行の際における安全の確保）
　事業主は、送迎バスの運行、公共交通機関の運行時間に配慮した勤務時間の設定、従業員駐車場の防犯灯の整備、防犯ベルの貸与等を行うことにより、深夜業に従事する女性労働者の通勤の際における安全を確保するよう努めるものとする。
　また、事業主は、防犯上の観点から、深夜業に従事する女性労働者が一人で作業することを避けるよう努めるのもとすること。
	・厳密には帰宅に限らない（通勤全般への配慮が必要）
・「防犯ベルの貸与等」は例示で、ほかにタクシー代の補助などがある。

	２
	育児・介護、本人の健康、家事負担の状況、学業との両立などへの配慮！
	（子の養育又は家族の介護等の事情に関する配慮）
　事業主は、その雇用する女性労働者を新たに深夜業に従事させようとする場合には、子の養育又は家族の介護、健康等に関する事情を聴くこと等について配慮を行うよう努めるものとすること。
　なお、事業主は、子の養育又は家族の介護を行う一定範囲の労働者が請求した場合には、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号の定めるところにより、深夜業をさせてはならない。
	・新たに深夜業に従事させることは、労働条件の変更となることから、女性労働者の家族的責任・健康状況についての事情に配慮するよう努めることとされたもの。
・「健康等」の等には、家事負担の状況、学業との両立に関する状況がある。
・

	３
	労働安全衛生法の「仮眠室、休養室、健康診断の実施義務」を守ること
	（仮眠室・休養室等の整備）
　事業主は、夜間に労働者に睡眠を与える必要のあるとき又は労働者が就業の途中に仮眠することのできる機会があるときは、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)に基づく労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号)の定めるところにより、男性用と女性用に区別して、適当な睡眠又は仮眠の場所を設けること。
なお、事業主は、同法に基づく同令の定めるところにより、男性用と女性用に区別して便所及び休養室等を設けること。

（健康診断等）
　事業主は、同法に基づく同令の定めるところにより、深夜業を含む業務に常時従事させようとする労働者を雇い入れる際、又は当該業務への配置替えを行う際及び6月以内ごとに1回、定期に、医師による健康診断を行うこと。
　また、事業主は、健康診断の結果、当該健康診断の項目に異常の所見があると診断された場合には、同法の定めるところにより、医師の意見を勘案し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、深夜以外の時間帯における就業への転換、作業の転換、労働時間の短縮等の措置を講ずること。
　なお、事業主は、労働基準法(昭和22年法律第49号)の定めるところにより、妊産婦が請求した場合には、深夜業をさせてはならないこと。
	・この点は、労働安全衛生法（同規則）で既に、事業主の義務として規制されていること。





戻る

坑内労働

　18歳以上の女性の坑内労働の禁止規定は存続します。（労基法第64条の４）
　但し、以下の場合は例外として坑内労働が認められます。
　（医師の業務、看護婦の業務、新聞・出版事業における取材の業務、放送番組制作のための取材の業務、高度の科学的な知識を必要とする自然科学に関する研究の業務）


戻る

危険有害業務の規制

　18歳以上の女性に対する危険有害業務の就業制限が適用される業務は次の二つです。
　（1）　重量物を取扱う業務（継続作業20キロクラム、断続作業30キログラム）
　（2）　鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、シアン化水素、アニリンその他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務




妊娠、出産に関する保護


戻る

産前産後休暇
（労基法第６５条）

産前休暇

　使用者は、６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定の女性が休業を請求した場合においては、その者を就業させてはならない。

産後休暇

　使用者は、産後８週間を経過しない女性を就業させてはならない。
　ただし、産後６週間を経過した女性が請求した場合において、その者について医師が支障がないと認めた業務に就かせることは、差し支えない。



戻る

妊産婦に対する危険有害業務の制限

　使用者は妊娠中の女性及び産後１年を経過しない女性（以下、妊産婦という。）を、重量物を取り扱う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊産婦の妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせてはならない。（労基法第６４条の３）

　次表のとおり、妊産婦に対する危険有害業務の就業制限が適用されます。

	女性労働基準規則
第９条１項
	就業制限の内容
	女性労働基準規則
第９条１項
	就業制限の内容

	
	妊婦
	産婦
	
	妊婦
	産婦

	１号　重量物を取り扱う業務（下表参照）
	×
	×
	13号　土砂が崩壊するおそれのある場所又は素傘が５メートル以上の地穴における業務
	×
	○

	２号　ボイラーの取扱の業務
	×
	△
	14号　高さが５メートル以上の場所で墜落により労働者が危険を受けるおそれのあるところにおける業務
	×
	○

	３号　ボイラーの溶接の業務
	×
	△
	15号　足場の組立て、解体又は変更の業務（地上又は床上における補助作業の業務を除く。）
	×
	△

	４号　つり上げ荷重が５トン以上のクレーン、デリック又は制限荷重が５トン以上の揚貨装置の運転の業務
	×
	△
	16号　胸高直径３５センチメートル以上の立木の伐採の業務
	×
	△

	５号　運転中の原動機又は原動機から中間軸まで動力伝導装置の掃除、給油、検査、修理又はベルトの掛替えの業務
	×
	△
	17号　機械集材装置、運材索道等を用いて行う木材の搬出の業務
	×
	△

	６号　クレーン、デリック又は揚貨装置の玉掛けの業務（２人以上の者における補助作業の業務を除く。）
	×
	△
	18号　鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、シアン化水素、アニリンその他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務
	×
	×

	７号　動力により駆動される土木建築用機械又は船舶荷役用機械の運転の業務
	×
	△
	19号　多量の高熱物体を取り扱う業務
	×
	△

	８号　直径２５センチメートル以上の丸のこ盤（横切用丸のこ盤及び自動送り装置を有する丸のこ盤を除く。）又はのこ車の直径が７５センチメートル以上の帯のこ盤（自動送り装置を有する帯のこ盤を除く。）に木材を送給する業務
	×
	△
	20号　著しく暑熱な場所における業務
	×
	△

	９号　操車場の構内における軌道車両の入換え、連結又は解放の業務
	×
	△
	21号　多量の低温物体を取り扱う業務
	×
	△

	10号　蒸気又は圧縮空気により駆動されるプレス機械又は鍛造機械尾を用いて行う金属加工の業務
	×
	△
	22号　著しく寒冷な場所における業務
	×
	△

	11号　動力により駆動されるプレス機械、シャー等を用いて行う厚さが８ミリメートル以上の鋼板加工の業務
	×
	△
	23号　異常気圧下における業務
	×
	△

	12号　岩石又は鉱物の破砕機又は粉砕機に材料を送給する業務
	×
	△
	24号　さく岩機、鋲打機等身体に著しい振動を与える機械器具を用いて行う業務
	×
	×


○重量物の取扱業務

	年齢
	重量（単位キログラム）

	
	断続作業
	継続作業

	満１６歳未満
	１２
	　８

	満１６歳以上
満１８歳未満
	２５
	１５

	満１８歳以上
	３０
	２０



×．．．女性を就かせてはならない業務
△．．．女性が申し出た場合就かせてはならない業務
○．．．女性を就かせてもさしつかえない業務




戻る

妊娠中の軽易業務への転換

　使用者は、妊娠中の女性が請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなければならない。（労基法第６５条第３項）



戻る

妊産婦の変形労働時間制、時間外・休日労働・深夜業の制限
（労基法第66条要旨）

1． 使用者は妊産婦が請求した場合においては、1ヶ月単位、1年単位、1週間単位の変形労働時間制の規定にかかわらず1週40時間、1日8時間を超えて労働させることができません。
2． 使用者は妊産婦が請求した場合においては、時間外労働や休日労働をさせてはなりません。
3． 使用者は妊産婦が請求した場合においては、深夜業をさせてはなりません。

戻る

生理休暇

　使用者は、生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を請求したときは、その者を生理日に就業させてはならない。（労基法第６８条）



戻る

通院休暇、通勤緩和、妊娠障害休暇

１、事業主は、労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保することができるようにしなければならない。（均等法第２２条、旧法第２６条）

２、事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守ることかできるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。
　労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。（均等法第２３条、旧法第２７条）

なお、指針の内容については次を参照してください。

	妊娠中及び出産後の母性健康管理に関する指針





戻る
男女雇用機会均等法

ポイント

以下はポイント紹介です。詳細は以下のリンク先ページを参照のこと。

	改正男女雇用機会均等法
及び改正労基法（女性保護規定の廃止等）
解説とＱ＆Ａ



・ 事業主は労働者の募集及び採用について、女性に対して男性と均等な機会を与えなければならない。（均等法第5条）

・ 事業主は労働者の配置、昇進、教育訓練について女性であることを理由として男性と差別的取扱いを受けません。（均等法６条）

・ 資金の貸付け、金銭の給付、住宅の貸与の福利厚生の措置で女性であることを理由として男性と差別的取扱いを受けません。（均等法7条）
　　補足
　　通達は「供与の対象を世帯主、主たる家計の維持者等とすることは、女子であることを理由とするものに当たらないが、世帯主、主たる家計の維持者等の決定に当たって女子について男子に比して不利な条件を課した結果、女子労働者が現実に不利益な取扱いを受けることになれば、女子であることを理由とする差別的取扱いに該当する」としている。この通達の後段で言っているのは、社会通念上夫を世帯主と見なす場合や妻の収入が夫より多い場合でも2割以上多いことを要すなど特別な条件を課すケースなどである。

・　定年・解雇で男女の差別的取扱いは禁止されている。
　　補足
　　男女年齢差のある退職勧奨基準(内規等)に基づく退職勧奨行為自体が不法であるか否かは微妙なところ。「勧奨退職はたとえ事業主の勧奨に基づくものであっても、それを受けた労働者の自発的な意志に基づく退職である限り解雇には含まれない」とする通達がある。

・　就業規則の内容や労働者から提出させる念書等で、結婚・妊娠・出産したことを退職理由として予定する定めはできません。
　　補足
　　結婚については「婚姻は法律上の婚姻をいい、内縁関係は含まない」とする通達がある。
　　出産とは妊娠85日以上の場合をいう。死産・中絶、未婚の出産を含む。

・　婚姻・妊娠・出産を理由とする解雇、産前産後休業をしたことを理由とする解雇は禁止された。（以上、均等法第８条）
　　補足
　　労基法第19条には、産前産後休業中とその後30日はいかなる理由があっても解雇できないする規定があるが、均等法の規定は「産前産後休業をしたことを理由とする」期間を問わない禁止条項である。

・　男女の均等な機会及び待遇を確保する上で支障となっている事情を改善することを目的とした女性労働者に対する特例の措置は許される。（違法ではない。）


戻る

均等法指針の適用除外

（１）次に掲げる職業に従事する労働者に係る場合

１　芸術･芸能の分野における表現の真実性等の要請から男性又は女性のいずれか一方の性に従事させることが必要である職業
２　守衛、警備員等防犯上の要請から男性に従事させることが必要である職業
３　１及び２に掲げる職業のほか、宗教上、風紀上、スポーツにおける競技の性質上その他の業務の性質上男性又は女性のいずれか一方の性に従事させることについてこれらの職業と同程度の必要性があると認められる職業

（２）労働基準法(昭和22年法律第49号)第61条第1項、第64条の 2又は第64条の3第2項の規定により女性の労働が制限され、又は禁止されていることから、通常の業務を遂行するために、女性に対して男性と均等な機会を与えること又は女性労働者に対して男性労働者と均等な取扱いをすることが困難であると認められる場合

（３）風俗、風習等の相違により女性が能力を発揮し難い海外での勤務が必要な場合その他特別の事情により女性に対して男性と均等な機会を与えること又は女性労働者に対して男性労働者と均等な取扱いをすることが困難であると認められる場合



戻る

セクシュアルハラスメントへの配慮

　セクシュアルハラスメントに関する、男女雇用機会均等法の「根拠条文」や「指針」は別途ページを設けていますからそちらを参照してください。

	◆ここを参照！（別表にリンクします）



　



戻る

女性であることを理由とする賃金の差別的取扱いの禁止（労基法第４条）

　使用者は、労働者が女子であることを理由として、賃金について、男子と差別的取扱をしてはならない。（労基法第４条）

　なお、男女賃金差別問題については、裁判例なども参考にしてください。

	◆ここを参照！（別表にリンクします）



　



戻る

育児・介護休業法

育児・介護休業法の概要（比較表）
	－
	育児休業制度
	介護休業制度

	休業の定義
	
労働者が、その１歳に満たない子を養育するためにする
休業
	　労働者が、その要介護状態（負傷、疾病又は身体上若
しくは精神上の障害により、（２週間以上の期間）にわ 
たり常時介護を必要とする状態）にある対象家族を介護 
するためにする休業

	対象労働者
	○労働者（日々雇用及び期間雇用を除く）
　労使協定で対象外にできる労働者 
　・雇用された期間が１年末満の労働者 
　・配偶者が、子を養育できる状態である労働者 
　（・１年以内に雇用関係が終了する労働者） 
　（・所定労働日が２日以下の労働者） 
　（・配偶者でない親が、子を養育できる状態である労働者）
	○　労働者（日々雇用及び期間雇用を除く）
　　労使協定で対象外にできる労働者 
　　・雇用された期間が１年末満の労働者 
　　（・３月以内に雇用関係が終了する労働者） 
　　（・週所定労働日数が２日以下の労働者）

	対象となる家族の範囲
	○子
	○　配偶者（事実婚を含む。以下同じ。）
　　父母及び子 
　（同居し、かつ、扶養している祖父母、兄弟姉妹及び孫） 
　　配偶者の父母

	期間・回数
	○子が１歳に達するまでの連続した期間
○子１人につき１回
	○　連続した３月（勤務時間の短縮等の措置が講じられ
　ている場合はそれとあわせて３月）以内の期間 
○　対象家族１人につき１回

	手続
	○（書面で）事業主に申出
　（・事業主は、証明書類の提出を求めることができる） 
○　申出期間（使用者による休業開始日の繰下げ可能期 
　間）は、１か月（ただし、出産予定日前に子が出生し 
　たこと等の事由が生じた場合は１週間前まで） 
○　出産予定日前に子が出生したこと等の事由が生じた 
　場合は１回に限り開始予定日の繰り上げ可 
○（１か月前の日までに）申し出ることにより、１回に 
　限り終了予定日の繰下げ可 
○休業開始予定日の前日までに申出撤回可 
○上記の場合原則再度の申出不可
	○（書面で）事業主に申出
　（・事業主は、証明書類の提出を求めることができる） 
○　申出期間（使用者による休業開始日の繰下げ可能期 
　間）は、２週間 
○　（２週間前の日までに）申し出ることにより、３月の 
　範囲内で１回に限り終了予定日の繰下げ可 
○　休業開始予定日の前日までに申出撤回可 
○　上記の場合その後の再度の申出は、１回は可

	解雇制限
	休業申出をし、又は休業をしたことを理由とする解雇の
禁止
	休業申出をし、又は休業をしたことを理由とする解雇の
禁止

	勤務期間の短縮等の措置
	○　１歳に満たない子を養育する労働者（日々雇用を除
　く）で育児休業をしない者に関して、次の措置のいず 
　れかの設置義務 

　（・短時間勤務の制度） 
　（・フレックスタイム制） 
　（・始・終業時刻の繰上げ・繰下げ） 
　（・所定外労働をさせない制度） 
　（・託児施設の設置運営その他これに準する便宜の供与）
	○　常時介護を要する対象家族を介護する労働者（日々
　雇用を除く）に関して、連続する３月（介護休業した 
　期間があればそれとあわせて３月）以上の期間におけ 
　る次の措置のいずれかの設置義務 

　（・短時間勤務の制度） 
　（・フレックスタイム制） 
　（・始・終業時刻の繰上げ・繰下げ） 
　（・労働者が利用する介護サービスの費用の助成その 
　　　他これに準する制度）

	その他の措置
	○　１歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育
　する労働者に関して、休業制度又は勤務時間短縮等の 
　措置に準じて、必要な措置を講ずる努力義務
	〇　その家族を介護する労働者に関して、休業制度又は
　勤務時間短縮等の措置に準じて、その介護を必要とする 
　期間、回数等に配慮した必要な措置を講ずる努力義務

	施行日
	平成４年４月１日（３０人以下の事業所は平成７年４月１日）
	平成１１年４月１日（平成７年１０月１日から平成１１年
３月３１日までは努力義務）


　




戻る

育児介護休業をするものに対する深夜業の制限
	－
	育児休業制度
	介護休業制度

	制限の内容
	小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者がその子を養育するために請求した場合においては、事業主は午後１０時～午前５時（深夜）において労働させてはならない
	要介護状態にある対象家族を介護する労働者がその対象家族を介護するために請求した場合においては、事業主は午後１０時～午前５時（深夜）において労働させてはならない

	対象労働者
	○小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者。ただし、以下に該当する労働者は請求できない。
１　日々雇用される労働者
２　勤続１年未満の労働者
３　保育ができる同居の家族がいる労働者
・保育ができる同居の家族とは、１６歳以上であって
イ　深夜に就業していないこと（深夜の就業日数が１月について３日以内の者を含む）
ロ　負傷、疾病又は心身の障害により保育が困難でないこと
ハ　産前産後でないこと
のいずれにも該当する者をいう。

４　１週間の所定労働日数が２日以内の労働者
５　所定労働時間の全部が深夜にある労働者
	○要介護状態にある対象家族を介護する労働者。ただし、以下に該当する労働者は請求できない。
１　日々雇用される労働者
２　勤続１年未満の労働者
３　介護ができる同居の家族がいる労働者
・介護ができる同居の家族とは、１６歳以上であって
イ　深夜に就業していないこと（深夜の就業日数が１月について３日以内の者を含む）
ロ　負傷、疾病又は心身の障害により介護が困難でないこと
ハ　産前産後でないこと
のいずれにも該当する者をいう。

４　１週間の所定労働日数が２日以内の労働者
５　所定労働時間の全部が深夜にある労働者

	回数・期間
	○１回の請求につき１月以上６月以内の期間
○請求できる回数に制限なし
	○１回の請求につき１月以上６月以内の期間
○請求できる回数に制限なし

	手続き
	○開始の日の１月前までに請求
	○開始の日の１月前までに請求

	適用除外
	○事業の正常な運営を妨げる場合には、事業主は請求を拒める
	○事業の正常な運営を妨げる場合には、事業主は請求を拒める

	施行日
	平成１１年４月１日
	平成１１年４月１日





戻る

勤務時間の短縮等の措置
	 
	
育児休業制度
	
介護休業制度

	勤務時間の短縮等の措置
	○１歳に満たない子を養育する労働者（日々雇用を除く）で育児休業をいないものに対して、次の措置のいずれかの措置義務

・　短時間勤務の制度
・　フレックスタイム制
・　始・終業時刻の繰上げ・繰下げ
・　所定外労働をさせない制度
・　託児施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与
	○常時介護を要する対象家族を介護する労働者（日々雇用を除く）に関して、連続する３月（介護休業した期間があればそれとあわせて３月）以上の期間における次の措置のいずれかの措置義務

・　短時間勤務の制度
・　フレックスタイム制
・　始・終業時刻の繰上げ・繰下げ
・　労働者が利用する介護サービスの費用の助成その他これに準ずる制度

	その他の措置
	○１歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者に対して、休業制度又は勤務時間短縮等の措置に準じて、必要な措置を講ずる努力義務
	○その家族を介護する労働者に関して、休業制度又は勤務時間短縮等の措置に準じて、その介護を必要とする期間、回数等に配慮した必要な措置を講ずる努力義務

	施行日
	平成４年４月１日（３０人以下の事業所は平成７年４月１日）
	平成１１年４月１日





戻る

育児・介護担当者に対する変形労働時間制の運用の配慮

　（労基法施行規則第１２条の６）
　使用者は、法第３２条の２，第３２条の４又は第３２条の５の規定により労働者に労働させる場合には、育児を行う者、老人等の介護を行う者、職業訓練又は教育を受ける者その他特別の配慮を要する者については、これらの者が育児等に必要な時間を確保できるような配慮をするよう努めなければならない。



戻る

労働基準法の育児時間

　生後１年に達しない生児を育てる女子は、第３４条の休憩時間のほか、１日２回各々少なくとも３０分、その生児を育てるための時間を請求することができる。使用者は前項の育児時間中は、その女子を使用してはならない。（労基法第６７条）





































